
  監 査 委 員 公 表  

  監査委員公表第３号
  令和８年３月 19 日付 R07-21000-00873、R07-21000-00882 及び R07-21000-00893 の監査結果に基づき、措
置を講じた旨の通知があったので、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第 14項の規定により、次の
とおり公表する。

    令和８年７月 10日

                                             長崎県監査委員  大 安 哲 也

                                                       同     砺 山 祐 実

                                                        同     山 口 初 實

                                                                 同     中 村 一 三

                                                                  



                          

                            R08-01090-01777

                                                 令和８年６月１日

   

長崎県監査委員  大安 哲也 様

長崎県監査委員  砺山 祐実 様

長崎県監査委員  山口 初實 様

長崎県監査委員  中村 一三 様

  

長崎県知事 平田 研

（公印省略）

                                           

令和７年度普通会計定期監査結果（後期）に係る措置状況について（通知）

令和８年３月 19 日付 R07-21000-00873 にて提出された監査結果に基づき、別紙のとお

り措置を講じましたので通知します。



令和７年度　普通会計定期監査結果（後期）（財務監査・指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局 機　関　名 内容 措置状況（R8.5.29提出）

1 水産部
総合水産試
験場

　共同研究費負担金について、共同
研究契約書に約定した期限を過ぎて
支払っている。

　ご指摘の内容については、請
求書を受領した担当者が事務処
理を失念していたため、納入期
限から10日間支払遅延したもの
です。
　今後は担当者だけではなく、
複数職員で請求書の受領、支払
期限について確認し、滞りなく
支払事務を行うように努めま
す。

2
こども
政策局

開成学園
　毎年の法定点検実施が義務付けら
れている建築設備に係る点検を３年
に一度しか実施していない。

  担当職員の認識不足により、
毎年実施すべき建築設備に係る
点検を３年に１度実施していた
ものであります。令和８年度予
算に、３年に１度実施が義務付
けられている建築物点検と合わ
せ建築設備点検業務委託の予算
を計上しており、令和９、10年
度においては毎年義務付けられ
ている建築設備点検業務委託予
算を計上するよう関係課に情報
共有いたしました。
　今後は、十分な事務引継を実
施し、適切な時期に法定点検を
実施してまいります。



令和７年度　普通会計定期監査結果（後期）（行政監査・指摘）に係る措置（様式２－３）

番号 部局 機　関　名 内容 措置状況（R8.5.29提出）

1
福祉保
健部

こども医療
福祉セン
ター

　公金支出情報システムにおいて、
個人名を表示しているものがある。

　公開されていた個人名につい
ては、指摘を受けた後、直ちに
非表示処理の対応を行いまし
た。
　今後は、このようなことがな
いよう、確認作業を適切に行
い、公開前の再確認について
も、担当者及び班長の多重
チェックを行うことでチェック
体制を強化してまいります。

2
福祉保
健部

長崎こど
も・女性・
障害者支援
センター

　前回指導したにもかかわらず、文
書保管システムにおいて、未施行の
ままとなっているものがある。

　未施行のままとなっていた文
書については、廃案して支障な
いものであることを確認したう
えで、総務文書課へ廃案を依頼
し処理が完了しております。
　未施行の文書が残ることがな
いよう全職員へ周知徹底を図る
とともに各課長等によるチェッ
クに加え、最終確認を総務係長
が行うなど、適正な事務処理に
努めてまいります。



                               

                            R0８-40060-0１１８９

                                                   令和８年５月２１日

   

長崎県監査委員  大安 哲也  様

長崎県監査委員  砺山 祐実  様

長崎県監査委員  山口 初實  様

長崎県監査委員  中村 一三  様

長崎県教育委員会教育長 前川 謙介   

                                             （ 公 印 省 略 ）

令和７年度普通会計定期監査（後期）結果に係る措置状況について（通知）

令和８年３月１９日付 R07-21000-00882 にて提出された監査結果に基づき、別紙のと

おり措置を講じましたので通知します。



令和７年度　普通会計定期監査結果（後期）（財務監査・指摘）に係る措置（様式２－１）

番号 部局 機　関　名 内容 措置状況（R8.5.29提出）

1 教育庁
西陵高等学
校

　法面雑木等伐採業務委託にお
いて、契約保証金の免除に必要
な履行完了実績を確認しないま
ま、契約保証金を免除してい
る。
　また、検査調書を作成してい
ない。

　契約保証金を免除するにあたり、
相手方に契約書の写し及び公金支出
情報等の提出を求め、履行完了実績
を確認すべきところを失念し、検査
調書の作成も怠っていました。
　担当者の認識不足及び事務室内で
のチェック体制が不十分であったこ
とが原因と考えています。
　このため、今回の指摘事項となっ
た原因について、事務室全体で共通
理解を図るとともに、認識不足を補
うために各々が入札・契約事務マ
ニュアルを再確認し、意見交換する
ことを習慣化する措置を講じまし
た。
　今後は、担当者任せにすることな
く、チームで作業するという意識を
もって相互チェックに努めるととも
に、近隣校・所管課等にも意見を求
めながら事務処理を行ってまいりま
す。

2 教育庁
長崎鶴洋高
等学校

　移動式クレーン点検保守業務
委託において、法的根拠が不明
確なまま源泉徴収を実施してい
る。

　平成26年頃にクレーン点検保守業
務委託にかかる源泉徴収の要否につ
いて検討を行った際に、相手方が個
人事業主でクレーン点検の有資格者
であったことから、所得税法第204条
に定められている士業や専門性の高
い業務であると判断し、源泉徴収す
る結論に至りました。その後も、
「契約事務チェックリスト」に記載
した「個人事業者の場合、支払い時
に源泉徴収が必要」の文言を参考に
事務処理を続けていたため、今回指
摘を受けることとなりました。
　予備監査受検後、該当者に対し、
対面による謝罪と経緯の説明を行う
とともに、令和７年11月分からは源
泉徴収を行わないこととしました。
　なお、過去の誤納金については、
毎年度、該当者本人が確定申告を行
い、不利益が生じていなかった旨を
確認しています。
　今後、源泉徴収が必要か否か判断
が難しい事例が生じた場合は、税務
署へ相談したうえで、徴収の要否に
ついて判断してまいります。



令和７年度　普通会計定期監査結果（後期）（行政監査・指摘）に係る措置（様式２－３）

番号 部局 機　関　名 内容 措置状況（R8.5.29提出）

1 教育庁
島原商業高
等学校

　公金支出情報システムにお
いて、個人名を表示している
ものがある。

　公金支出情報確認作業におい
て、県の公金支出情報公開基準
の確認不足や、「根拠を明確に
する」という事務の基本に対す
る意識の欠落による不注意によ
り、一部の講師について個人名
を表示してしまいました。
　今回の指摘を受け、県の公金
情報公開基準を再確認するとと
もに、複数職員によるチェック
機能を働かせるため、個人では
なくチームで仕事をする意識を
持って相互チェックをすること
を事務室内で認識共有しまし
た。
　今後は、公開基準リストを作
成し複数人でのチェック体制を
徹底し、適正な公表に努めてま
いります。

2 教育庁
長崎鶴洋高
等学校

　全国水産高等学校実習船運
営協会の運営業務を行うにあ
たり、職務専念義務免除の申
請がなされていない。

　全国水産高等学校実習船運営
協会に関する業務については、
これまで学校における通常の業
務として取り扱ってきました。
　しかしながら、当該業務につ
いては職務に専念する義務の免
除（以下「職専免」という。）
の承認を得る必要があることが
判明しました。
　これは、学校として、会議を
行うための運営業務は学校業務
にとって必要不可欠であり、通
常の職務と密接不可分であるこ
とから、職専免の承認は不要で
あると整理していたことによる
ものです。
　このため、令和８年度から
は、職務専念義務免除願を申請
した上で、当該業務に従事して
おります。



令和７年度　普通会計定期監査結果（後期）（行政監査・指摘）に係る措置（様式２－３）

番号 部局 機　関　名 内容 措置状況（R8.5.29提出）

3 教育庁
鳴滝高等学
校

　ＵＳＢメモリの管理簿上の
貸与者と実際の所有者が相違
しているなど、管理に適正さ
を欠いている。

　ＵＳＢメモリについては、物
品担当者による貸与者への口頭
確認や長期休業者については教
務主任に預ける等の対応を行っ
ていましたが、管理簿での管理
が徹底されていませんでした。
　本校教職員全員のＵＳＢメモ
リの管理に対する意識が不足し
ていたことが要因と考えられま
す。
 このため、外部持ち出し用ＵＳ
Ｂメモリ数の削減、管理簿の様
式の改正、貸付期間の明示及び
長期間貸出の禁止、ＮＥＷＳ
ポータル（学校内掲示板ＨＰ）
のスケジューラー機能を活用し
た複数職員（貸与者も含む）に
よる管理体制の整備、情報管理
に関する職員研修の実施、職員
会議での情報管理の周知徹底等
の措置を講じました。
　引き続き、服務規律委員会な
どの職員研修等を通じて、教職
員の情報管理に対する意識の醸
成に努めてまいります。



令和７年度　普通会計定期監査結果（後期）（行政監査・意見）に係る措置（様式２－３）

番号 部局 機関名 内容 対応状況（R8.5.29提出）

1 教育庁
教育環境整
備課・関係
各県立学校

（１）県立学校における適正な工事
請負契約事務の執行について
　県立学校の施設整備等に係る工事
請負契約事務において、契約書に仕
様書等が添付されておらず契約内容
が不明確となっている事例、契約変
更時の見積書が徴取されていない事
例、工事において発生した産業廃棄
物の処理を確認していない事例等が
見受けられた。
　県立学校においては、施設整備等
に係る工事が少なく、必要な経験や
知識が蓄積されにくいことも事務処
理ミスの発生につながっていると考
えられるため、「県立学校リスクマ
ネジメント」の取組を有効に活用し
ながら、適正な工事契約事務の執行
に努められたい。
　また、教育環境整備課におかれて
は、各学校における契約事務に即し
た研修の実施など、職員の実務能力
の向上に努められたい。

　県立学校における適正な事務
の執行に向け、これまで「県立
学校リスクマネジメント」の取
組として、委託契約事務の適正
化などに取り組んでまいりまし
たが、今回複数の学校において
工事請負契約事務の執行に関
し、指摘・指導を受けておりま
した。
　令和８年度に実施する「県立
学校リスクマネジメント」で
は、これまでの監査で見受けら
れた事例等を踏まえながら、県
立学校と情報共有を行い、有効
なリスク対応策の設定及び運用
を行うことで、適正な工事契約
事務の執行につながるよう努め
てまいります。
　また、職員の実務能力の向上
に資するよう、施設担当者向け
の研修会を実施するなど、工事
関係の事務処理について、周知
を図ってまいります。


